
会計システムへのシームレスな連携と複雑な
承認フローの実現が決め手でCi*XExpenseを採用
～小さな改善の積み重ねで業務効率化を実現～

導入事例：株式会社ライフコーポレーション

写真左より　山本秀紀氏(経理部 部長)、神林勝氏(経理部 会計課 課長代理)
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株式会社ライフコーポレーション
【大阪本社】〒532-0004 大阪市淀川区西宮原2-2-22
【東京本社】〒110-0016 東京都台東区台東1-2-16
1910年
1956年10月24日
100億4百万円
51,000人（23年２月期）
スーパーマーケットチェーン



近畿圏に166店舗、首都圏に134店舗の合計300店舗（2023年5月時点）を展開するスーパーマーケット ライフ。競争の激しい
業界において、常に上位に位置するライフを運営するのが株式会社ライフコーポレーションです。

同社は2020年、コロナ禍において、生活インフラとしての役割と社員の安全を両立するため、本社部門のテレワーク導入を決定し
ました。しかしながら、経費精算は紙での申請が必須のシステムであり、テレワークに対応ができませんでした。そこで現在の経費
精算システムをCi*X Expenseで刷新し、申請書のペーパーレス化を実現。これにより各部門や経理部門のテレワーク阻害要因を
取り除くことができたといいます。また、サジェスト機能や規程を逸脱した際のエラーメッセージ等により入力やチェックの負荷も
軽減し、会社全体での業務効率化を実現しました。

今回のプロジェクトをまとめた、経理部部長の山本秀紀氏は「Ci*X Expenseで削減できた申請業務の一つひとつの時間は小さく
とも会社全体で見れば、とても大きな効果を発揮してくれるでしょう」と語っています。

コスト意識の高い経営陣も納得させた
Ci*X Expenseの導入

新型コロナウイルス感染拡大の中でも、食品スーパーとして生
活インフラの役割を果たす必要があったライフコーポレーショ
ンでは、店舗運営を止めるわけにはいきませんでした。どうす
れば社員にもお客様にも安全安心を確保できるのか――試行
錯誤が続く中、経営陣は店舗での様々な取り組みに加え、本社
部門のテレワーク実施を早期に決定しました。とはいえ、経理
部門は紙ベースの作業も多く、テレワークに支障がある状況で
した。
「当時の経費精算システムは導入から10年以上が経っており、
ペーパーレス化への対応は難しい状況でした。電子帳簿保存
法への対応も考えると、経費精算システム全体を刷新するしか
方法がありませんでした」と山本氏は語ります。

そこで、新しい経費精算システム導入の検討が始まります。従
業員31,000人のうち、経費精算システムを利用する主なユー
ザーは7,000人。システムの規模や提供形態を絞らず複数の
システムを比較検討したといいます。
「比較的安価なSaaS製品では、近畿圏・首都圏の2拠点体制
特有な承認フローが実現できず、もう一つの大規模企業向けの
SaaS製品では、会計システムへの連携が1日に1回しかできな
いとのことでした。それに比べて、Ci*X Expenseは会計シス
テムとシームレスに連携でき、当社の複雑な承認フローも実現
できる。また、任意のタイミングでバージョンアップできること
や、日本の商習慣に合わせやすいことからCi*X Expenseの採
用を決めました」（神林氏）

「我々スーパーマーケットは、100円、200円の商品をお客様
に購入いただき、その利益の積み重ねで経営しています。その

ため、間接部門も含めたコスト意識は高く、経費精算システム
を導入するからには、コストメリットも出さなければならない。
その点も電通総研へ事前に相談し、ランニングコストを最小限に
抑えるために標準機能を生かしたシステム構成と、業務プロセス
改革・ペーパーレス化の実現を見据えた提案をもらいました」と
山本氏は話します。

自由度の高いCi*X Expenseで
複雑な決裁フローを再現

新システムの導入にあたり、一番重視したポイントは、これま
での業務手順を維持、もしくは改善する方向で進めることでし
た。これまでのシステムはアドオン機能を多用し、複雑な決裁
フローとなっていましたが、これをパッケージソフトであるCi*X 
Expenseでどのように実現するのか大きな課題でした。
「我々は近畿圏と首都圏の2本社制を敷いているため、決裁フ
ローが複雑でした。電通総研は、その複雑化された決裁フロー
を資料から読み解き、設定に落とし込んでくれたので非常に助か
りました」（神林氏）

また、このシステム刷新を機に、山本氏には実現したいことがあ
りました。事前に決裁されているにもかかわらず、支払依頼も
本部長・部長承認を必要とするルールを課長承認に変えること
で、本部長・部長の限られた時間を効率化できると考えていた
のです。Ci*X Expenseの汎用マスターに「稟議申請ナンバー」
の項目を追加し、このデータがあれば本部長の承認を省略でき
るようにしました。
「こうした自由度の高さがSaaS製品にはない、Ci*X Expense
の魅力です。忙しい本部長の事務作業を少しでも削減できた
のは良かったです」（山本氏）



も多く、新幹線の経費申請を頻繁にしなければなりません。こ
れまでは、出張翌日の朝、会社に来るとまず経費申請をしてい
ましたが、今は帰りの新幹線の中で済ませられるようになりま
した。
「朝の一番頭がフレッシュな時間を、より生産性の高い作業に
使えるようになったのは大きいですね」と山本氏は話します。

Ci*X Expenseによる小さな時間の削減の積み重ねが、
大きな成果につながる

当初の目的であったペーパーレス化も実現しました。紙の印刷
が必要だった年間20,000件の申請において紙が不要になり、
またペーパーレス化されたことで、経理部でもテレワークがさら
に進んだ実現されたことも大きな成果です。
「これまでの申請承認業務では、画面上の承認、紙への押印、申
請書のバーコードスキャンという3つのステップが必要でした。
これが画面上の承認ワンステップで済むようになり、大きな時
間削減につながっています」と神林氏は語ります。

また、店舗側の申請承認業務も効率化できたといいます。これ
までは、紙の原本が、本社に郵送されないと精算処理が進めら
れないという社内ルールがありました。これがなくなったこと
で、店舗側の申請承認業務の時間も削減され、店舗運営により
多くの時間が割けるようになったのです。
「一つひとつの作業は大した時間ではないかもしれません。し
かし、その小さな時間の削減も会社全体で見れば、大きな効果

また、社員への周知に関しても、さまざまな工夫を凝らしまし
た。コロナ禍で対面の説明ができないため、きめ細やかなマニュ
アルを作成したほか、店舗向けには動画を配信するなどしまし
た。さらに、役員や本社勤務の社員には、リアルの説明会も実
施したといいます。こうして2022年10月、本格稼働がスター
トしました。
「最初の1ヶ月は、各部署から問い合わせがあったものの、その
後はすぐに落ち着きました。特に大きなトラブルもなく、慣れて
しまえば早かったなというのが実感です」と神林氏は語ります。

利用した社員からは、入力する場所が分かりやすいと評判だと
いいます。
「我々は、前のシステムの不便さに慣れてしまっていました。
Ci*X ExpenseのUIの分かりやすさは、ユーザーの使い勝手の
良さに直結していると思います」（神林氏）

また、以前のシステムは社内ルールを熟知した上で、目視で
チェックするしかありませんでしたが、Ci*X Expenseでは複
雑なルールのチェックロジックを事前に設定することで、自動で
警告表示してくれるようになりました。
「こうしたチェック機能のおかげで、経理部に届く前に、各部署
の上司が申請者に差し戻してくれることが増えたと感じていま
す。Ci*X Expenseでは、差し戻しの履歴も可視化されるので、
非常に分かりやすくなりました」（神林氏）

さらには、スマホですぐに経費申請できるのも便利だと山本氏
は言います。山本氏は、大阪本社と東京本社を行き来すること

Ci*X Expenseの自由度の高さには驚きました。
空気のような存在になっているのは、
ストレスなく使えている証拠です。

経理部 部長 山本秀紀氏



となります。これは、商品一つひとつの利益の積み重ねが、我々
の経営に直結していることと同じ感覚なのかもしれません」と
山本氏。

こうした削減された時間を、今秋からスタートするインボイス制
度対応のプロジェクトへと振り向けてられています。
「現在、インボイス制度対応の時間を捻出できているのはCi*X 
Expenseを導入したからだと思っています。この導入プロジェ
クトが終われば、また個々人の生産性向上に向けた取り組みが
できるようになるでしょう」（山本氏）

コロナ禍だったため、オンラインミーティングのみで進められた
今回のプロジェクト。それでも、遅延することなくスケジュール
通りに導入を終えることができました。このプロジェクトを通し
て、電通総研の印象はどのようなものだったのでしょうか。
「我々の作業する時間を、ある程度バッファを持って組んでくれ
たので、非常に安心感がありました。稼働後は我々で自走でき
るように考えてくれ、実際に自分たちで変更など加えながら運
用できています」と神林氏は話します。

また山本氏はCi*X Expense導入の成果を次のようにまとめて
くれました。

グループ経営ソリューション事業部
E-mail：g-cix@group.isid.co.jp

〒108-0075 東京都港区港南2-17-1
株式会社 電通総研

「このようなパッケージソフトは融通が利かないという先入観
がありましたが、本当にきめ細かな設定ができるのには驚きま
した。また、電通総研の営業も導入に至るまで当社の意思を

※記載情報は取材時（2023年2月）におけるものであり、閲覧される時点で変更されている可能性があります。予めご了承ください。

複雑な迷路のような決裁フローを解読し、
作り込んでくれたのは非常に助かりました。

経理部 会計課 課長代理 神林勝氏

最大限汲み取っていただき、尽力いただいたことも導入の
決め手の1つでした。経費精算システムは、うまく動いて当た
り前で今では空気のような存在になっています。それは、ユー
ザーがストレスなく使えている証拠です。今後も機能追加など
のサポートをいただければと思います」。


